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 本工事は、週休２日を前提とした工事費及
び工期を確保した「週休２日制モデル工事（発
注者指定方式）」である。工事期間内において
週休２日を達成した場合は、工事成績評定に
おいて加点評価の対象とする工事である。
発注者は、週休２日を達成するための費用
として、当初積算時及び設計変更時に、「週休
２日制モデル工事における積算方法につい
て」（https://contract.c-nexco.co.jp/point/）に
より計上するものとする。

 特定建設工事共同企業体（甲型）を構成
する場合 「令和３・４年度中日本高速道
路株式会社工事競争参加有資格者」のうち、
当該資格の認定の際に算定された経営事項
評価点数が1150点以上の橋梁補修工事の
有資格者の２者又は３者で構成された特定
建設工事共同企業体であること。（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
については、手続開始の決定後、当社が別
に定める手続きに基づく工事競争参加資格

 会社更生法に基づき更生手続開始の申し立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続開始の申し立てがなされている者
（記２の再認定を受けた者を除く）でない
こと。又は、この条件を満たす者で構成され
た特定建設工事共同企業体、又は設計工事共
同企業体でないこと。
 施工実績 平成19年度以降に元請けとして
しゅん功（完了）認定された次の工事の施工
実績を有すること。
なお、求める実績に対して提出できる施工
実績は１件とする。（特定建設工事共同企業体
及び経常建設共同企業体の構成員としての施
工実績は、出資比率が20％以上の場合のもの
に限る。乙型の特定建設工事共同企業体とし
ての実績は、協定書による分担工事の実績の
み同種工事の実績として認める。この場合、
協定書の写しを競争参加資格確認申請書に添
付すること。）
 単体又は特定建設工事共同企業体（甲型）
を構成する場合の代表者
求める実績
橋面積2400以上のコンクリート床版

の新設又は取替を行った工事
注）コンクリート床版は、現場打ち床版、
プレキャスト床版を問わない。また、橋
種・形式も問わない。

２ 競争参加資格
当該工事に係る競争に参加する者に必要な資
格を有する者は、次に掲げる条件をすべて満足
し、かつ、東京支社長による当該工事に係る競
争参加資格確認の結果、資格があると認められ
た者とする。
 「中日本高速道路株式会社契約規則」（中日
本高速道路株式会社規程第25号）第11条の規
定に該当しない者であること。
 単体の場合 「令和３・４年度中日本高
速道路株式会社工事競争参加有資格者」の
うち、当該資格の認定の際に算定された経
営事項評価点数が1250点以上の橋梁補修
工事の有資格者であること。（会社更生法
（平成14年法律第154号）に基づき更生手
続開始の申立てがなされている者又は民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者に
ついては、手続開始の決定後、当社が別に
定める手続きに基づく工事競争参加資格の
再認定を受けていること。以下同じ。）

の再認定を受けていること。以下同じ。）な
お、経常建設共同企業体、協業組合及び事
業共同組合は、特定建設工事共同企業体の
構成員となれないものとする。
 設計工事共同企業体を構成する場合 工
事競争参加有資格者は、記２からの
いずれかを満足する者であること。建設コ
ンサルタント会社は、「令和３・４年度中日
本高速道路株式会社調査等競争参加有資格
者」のうち、「橋梁設計」の資格を有する者
であること。（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てが
されている者又は民事再生法（平成11年法
律第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがされている者については、手続開始の
決定後、当社が別に定める手続に基づく調
査等競争参加資格の再認定を受けているこ
と。以下同じ。）

 特定建設工事共同企業体（甲型）を構成
する場合の代表者以外
求める実績
橋梁上部工を架設した工事
注）橋種・形式は問わない。

 業務実績 記２により本工事に競争参
加を希望する建設コンサルタント会社は、平
成19年度以降に元請けとして完了認定された
次の業務の業務実績を有すること。なお、求
める実績に対して提出できる施工実績は１件
とする。また、記２以外で競争参加を希
望する場合は、この限りではない。
設計工事共同企業体を構成する場合の建設
コンサルタント会社に求める業務実績
道路橋の上部構造の詳細設計業務

 契約締結後に配置する技術者の要件
ア）技術者の専任に関する事項
次に掲げる基準を満たす現場代理人及び
主任（監理）技術者を当該工事に専任で設
置できること。
なお、専任を要する期間は、準備工事を
含む期間とする。
イ）主任（監理）技術者に関する事項
 監理技術者にあっては、現場代理人、
主任技術者（監理技術者）及び専門技術
者の届けの提出時に監理技術者資格者証
及び監理技術者講習修了証を有する者又
はこれに準ずる者であること。なお、「こ
れに準ずる者」とは、以下の者をいう。
・平成16年２月29日以前に交付を受けた
監理技術者資格者証を有する者
・平成16年２月29日以前に監理技術者講
習を受けた者であって、平成16年３月
１日以降に監理技術者資格者証の交付
を受けた者である場合には、監理技術
者資格者証及び指定講習受講修了証を
有する者

 主任（監理）技術者が、当該工事に対
応する建設業法の許可業種に係る資格を
有すること。

ウ）技術者の経験に関する事項
 現場代理人又は主任（監理）技術者は、
下記の元請けとしてしゅん功（完了）認
定された同種工事の経験を有すること。
（工事経験の設定年数は設定しない）

同種工事
橋梁上部工を架設した工事
注）橋種・形式は問わない。
・特定建設工事共同企業体及び経常建設
共同企業体の構成員としての施工実績
は、出資比率が20％以上の場合のもの
に限る。乙型の共同企業体としての実
績は、協定書の分担工事の実績のみ同
種工事の実績として認める。なお、現
場代理人としての実績においては、こ
の限りではない。

 記２により本工事に競争参加を希
望する建設コンサルタント会社の設計管
理技術者は、元請として完了認定された
次に掲げる業務経験を有すること。なお、
照査技術者としての業務実績は認めな
い。（業務経験の設定年数は設定しない）
同種業務
道路橋の上部構造の詳細設計業務

エ）共同企業体に関する事項
共同企業体（経常建設共同企業体を含む）
を構成する場合は、構成員毎に主任技術者
又は監理技術者を必ず１名以上選定しなけ
ればならない。なお、工事を施工するため
に締結した下請契約の請負代金額（当該下
請契約が二以上あるときは、それらの請負
代金の総額とする。）が4000万円以上にな
るときは、構成員のうち１社は監理技術者
を設置しなければならない。
オ）次に揚げる基準を満たす設計管理技術者
及び照査技術者を当該業務に配置できるこ
と。
 設計管理技術者
設計管理技術者は、入札参加希望者と
直接的かつ恒常的な雇用関係にある者と
し、調査等共通仕様書 １７１管理
技術者の資格要件における設計業務の造
園設計以外に記載のいずれかの要件に該
当する者で、日本語に堪能（日本語通訳
が確保できれば可）でなければならない。
なお、記２により本工事に競争参加
する場合の設計管理技術者は、建設コン
サルタント会社と直接的かつ恒常的な雇
用関係にある者でなければならない。
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